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1.  平成23年3月期第2四半期の業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 5,365 3.4 463 5.6 494 5.1 290 5.0
22年3月期第2四半期 5,190 △4.8 438 51.1 470 47.9 276 58.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 52.95 ―

22年3月期第2四半期 50.43 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 17,442 13,450 77.1 2,451.88
22年3月期 17,167 13,285 77.4 2,421.75

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  13,450百万円 22年3月期  13,285百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 7.50 ― 7.50 15.00

23年3月期 ― 7.50

23年3月期 
（予想）

― 7.50 15.00

3.  平成23年3月期の業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 9,820 0.4 694 5.7 726 1.9 423 25.3 77.11
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(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等
の変更の有無となります。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】3ページ「2.その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q  5,749,000株 22年3月期  5,749,000株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  263,230株 22年3月期  263,131株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q  5,485,799株 22年3月期2Q  5,485,869株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因によって大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につ
いては、四半期決算短信（添付資料）3ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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※ 当社では、四半期決算補足説明資料として、当第２四半期決算説明資料を当社ホームページに掲載しています。 
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（１）経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期累計期間のわが国経済は、世界経済の減速で外需の鈍化や円高対応による海外移転の加速に加え

て、経済対策効果が一巡し、景気回復に不透明感が増幅してまいりました。 

当貨物自動車運送業界におきましては、荷主がデフレ経済の影響を受け、市場縮小による企業間の再編や合理化

要請で総輸送量減少が続いております。さらに、燃料費の高止りもあり、厳しい状況下にあります。 

当社はこのような状況下、ロジスティクス・イノベーションによる３ＰＬ事業を推進する提案物流を推し進め、

富山県に（仮称）北陸物流センターを建設中（平成23年３月竣工予定）であり、第２弾として関東圏において、同

様の３ＰＬ事業を獲得すべく新物流センター、土地34,861.14㎡（10,545.5坪）建物32,854㎡（9,938.3坪）を計画

し、平成24年１月竣工を目途として提案しておりましたところ、この度、荷主と合意ができ新たな契約を締結する

ことができました。 

加えて、貨物自動車運送事業、商品販売事業、不動産賃貸事業の主力３事業は、猛暑効果、新輸送システムの稼

働、大型化による合理化や新施設の提供等々で前第２四半期累計期間を上回る成績をあげることができました。 

以上の結果、第２四半期累計期間の売上高は、5,365,103千円（前年同期比3.4％増）、営業利益につきまして

は、燃料費や道路使用料の大幅な増加がありましたものの、一般管理費等の諸経費の削減で463,529千円（前年同

期比5.6％増）となり、経常利益は494,791千円（前年同期比5.1％増）、四半期純利益は290,492千円（前年同期比

5.0％増）の増収増益となりました。  

  

セグメント別の概況は以下のとおりであります。  

（貨物自動車運送事業） 

バルク輸送部門の石油輸送は、低燃費車の普及等で需要が減退傾向にありますが、猛暑効果と新輸送システム稼

働により増収となりました。 化成品輸送につきましても、中国や新興国の経済成長を原動力に生産が回復基調と

なり、大幅な増収となりました。セメント輸送は、民間設備投資等の回復が遅れている中、大規模な公共工事の資

材輸送の受注で増収となりました。以上により、バルク輸送部門の売上高は、前年同期比13.0％増となりました。

清涼飲料、びん・容器輸送部門における清涼飲料輸送は、得意先の販売努力や猛暑で輸送量が増加し、第１四半

期の天候不順等の減収分をほぼ吸収し、微減となりました。びん・容器輸送も猛暑効果と新規輸送先の増加により

増収となりました。以上により、清涼飲料、びん・容器輸送部門の売上高は、前年同期比0.1％減となりました。 

その他輸送部門は小型車が中心の業務で、集約化移転による荷主の減収分を他の既存荷主の増車要請の対応で、

微減となりました。その他輸送部門の売上高は、前年同期比1.5％減となりました。 

この結果、関連業務の荷役作業収入を含め、当事業の売上高は、3,521,327千円（前年同期比2.0％増）、セグメ

ント利益は338,281千円となりました。 

（商品販売事業） 

当事業の主力商品である石油製品は、大口販売先が高価格帯製品の販売から標準品にシフトいたしましたので、

販売単価が下落し減収となりました。セメント販売につきましては、大口受注先の工事が開始されましたので販売

高が上昇し、増収となりました。車両販売等につきましては、小型車中心の販売結果となり微減となりました。 

この結果、当事業の売上高は、1,277,334千円（前年同期比7.3％増）、セグメント利益は3,165千円となりまし

た。  

（不動産賃貸事業）  

当社の提供する各種賃貸施設のうち、自社提供施設では、埼玉県内に保有する施設で解約がありましたものの、

神奈川県内で新規施設が稼働いたしましたので増収となりました。借上施設につきましても、神奈川県内で１ヶ所

増加いたしましたが、既存取引先で契約の見直し等があり減収となりました。 

この結果、当事業の売上高は、525,367千円（前年同期比4.1％増）、セグメント利益は241,089千円となりまし

た。 

（その他事業） 

自動車整備業は、民間車検場としての高品質整備と小回りのきく体制、当日車検等々が評価され、大口整備契約

がまとまり増収となりました。損害保険代理業等につきましては、契約会社の保有車両が減少いたしましたことに

加え、複数の大口契約先の優良割引率が上昇し、手数料収入が減収となりました。 

この結果、当事業の売上高は41,074千円（前年同期比2.7％減）となり、セグメント利益は14,207千円となりま

した。 

１．当四半期の業績等に関する定性的情報
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（２）財政状態に関する定性的情報 

当第２四半期会計期間末の総資産は17,442,279千円となり、前事業年度末と比べ274,494千円増加いたしまし

た。この主な要因は、現金及び預金が220,821千円、受取手形が40,110千円、営業未収入金が38,679千円それぞれ

増加したこと等により流動資産が312,415千円増加した一方で、固定資産が37,920千円減少したことによるもので

あります。固定資産の主な減少要因は、（仮称）北陸物流センターの建設工事等により有形固定資産が126,604千

円増加した一方で、投資有価証券の時価評価等により投資その他の資産が140,156千円減少したことによるもので

あります。 

当第２四半期会計期間末の負債合計は3,991,835千円となり、前事業年度末と比べ109,449千円増加いたしまし

た。この主な要因は、支払手形が41,205千円、営業未払金が80,258千円、未払法人税等が38,805千円それぞれ増加

したこと等により流動負債が183,386千円増加した一方で、繰延税金負債が63,999千円減少したこと等で固定負債

が73,936千円減少したことによるものであります。  

当第２四半期会計期間末の純資産合計は13,450,443千円となり、前事業年度末と比べ165,044千円増加いたしま

した。この主な要因は、利益剰余金が249,348千円増加した一方で、その他有価証券評価差額金が84,241千円減少

したことによるものであります。この結果、自己資本比率は77.1％となりました。  

（キャッシュ・フローの状況） 

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ

530,821千円増加の3,565,526千円となりました。 

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は607,519千円となりました。主な増加要因は、税引前四半期純利益497,079千円、

減価償却費260,606千円、仕入債務の増加額121,464千円等であり、主な減少要因は、売上債権の増加額78,790千

円、法人税等の支払額171,948千円等によるものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動の結果支出した資金は35,492千円となりました。主な増加要因は、定期預金の払戻による収入310,000

千円等であり、主な減少要因は、有形固定資産の取得による支出351,131千円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は41,206千円となりました。これは、主に配当金の支払額によるものであります。

  

（３）業績予想に関する定性的情報 

平成23年３月期の業績予想につきましては、平成22年５月13日に発表いたしました通期の業績予想から変更はあ

りません。 

  

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

簡便な会計処理  

固定資産の減価償却費の算定方法は、定率法を採用している資産について、事業年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。   

   

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

資産除去債務に関する会計基準の適用  

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用してお

ります。 

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ66千円減少し、税引前四半期純利益は1,266千円減少しておりま

す。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は1,576千円であります。  

   

（３）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

該当事項はありません。  

２．その他の情報
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３．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,665,526 3,444,705

受取手形 64,988 24,878

営業未収入金 992,403 953,724

原材料及び貯蔵品 21,284 25,775

その他 148,088 130,529

貸倒引当金 △3,528 △3,264

流動資産合計 4,888,764 4,576,349

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,875,475 2,953,175

車両運搬具（純額） 358,300 389,542

土地 7,314,218 7,314,218

建設仮勘定 302,051 34,920

その他（純額） 312,562 344,146

有形固定資産合計 11,162,608 11,036,003

無形固定資産 144,604 168,973

投資その他の資産   

投資有価証券 786,795 927,229

その他 459,511 459,234

貸倒引当金 △5 △5

投資その他の資産合計 1,246,302 1,386,458

固定資産合計 12,553,515 12,591,436

資産合計 17,442,279 17,167,785

負債の部   

流動負債   

支払手形 59,653 18,448

営業未払金 635,616 555,357

未払金 22,161 10,741

未払費用 161,235 163,621

未払法人税等 217,560 178,755

引当金 82,204 99,647

その他 153,013 121,488

流動負債合計 1,331,446 1,148,060

固定負債   

繰延税金負債 1,259,122 1,323,121

再評価に係る繰延税金負債 148,692 148,692

引当金 86,281 81,830

長期前受金 63,633 66,113
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

長期預り保証金 1,101,073 1,114,568

資産除去債務 1,587 －

固定負債合計 2,660,389 2,734,325

負債合計 3,991,835 3,882,386

純資産の部   

株主資本   

資本金 553,031 553,031

資本剰余金 527,722 527,722

利益剰余金 12,910,859 12,661,510

自己株式 △194,955 △194,894

株主資本合計 13,796,657 13,547,370

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 109,153 193,395

土地再評価差額金 △455,366 △455,366

評価・換算差額等合計 △346,213 △261,971

純資産合計 13,450,443 13,285,399

負債純資産合計 17,442,279 17,167,785
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（２）四半期損益計算書 
（第２四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 5,190,412 5,365,103

売上原価 4,564,567 4,724,257

売上総利益 625,845 640,846

割賦販売未実現利益戻入額 4,098 2,388

割賦販売未実現利益繰入額 3,370 1,635

差引売上総利益 626,574 641,599

販売費及び一般管理費 187,658 178,069

営業利益 438,915 463,529

営業外収益   

受取利息 1,804 1,272

受取配当金 11,993 13,231

車両賃貸料 10,022 274

補助金収入 － 12,600

その他 10,321 7,435

営業外収益合計 34,141 34,813

営業外費用   

支払利息 2,145 3,234

その他 － 317

営業外費用合計 2,145 3,551

経常利益 470,910 494,791

特別利益   

固定資産売却益 4,103 3,279

貸倒引当金戻入額 513 －

投資有価証券売却益 － 223

特別利益合計 4,617 3,503

特別損失   

固定資産売却損 2,326 4

固定資産除却損 137 11

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,200

特別損失合計 2,463 1,216

税引前四半期純利益 473,064 497,079

法人税、住民税及び事業税 194,189 212,944

法人税等調整額 2,242 △6,358

法人税等合計 196,431 206,586

四半期純利益 276,632 290,492
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 473,064 497,079

減価償却費 276,936 260,606

貸倒引当金の増減額（△は減少） △513 263

その他の引当金の増減額（△は減少） △34,500 △12,991

受取利息及び受取配当金 △13,797 △14,503

支払利息 2,145 3,234

投資有価証券売却損益（△は益） － △223

有形固定資産売却損益（△は益） △1,777 △3,275

有形固定資産除却損 137 11

補助金収入 － △12,600

売上債権の増減額（△は増加） 160,085 △78,790

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,187 4,490

仕入債務の増減額（△は減少） △66,698 121,464

その他の資産の増減額（△は増加） △44,184 △22,720

その他の負債の増減額（△は減少） 48,231 13,164

小計 795,941 755,209

利息及び配当金の受取額 13,981 14,893

利息の支払額 △2,145 △3,234

補助金の受取額 － 12,600

法人税等の支払額 △154,476 △171,948

営業活動によるキャッシュ・フロー 653,301 607,519

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △400,000 －

定期預金の払戻による収入 300,000 310,000

有形固定資産の取得による支出 △449,189 △351,131

有形固定資産の売却による収入 10,041 6,482

無形固定資産の取得による支出 △33,000 －

投資有価証券の取得による支出 △640 △674

投資有価証券の売却による収入 － 223

貸付けによる支出 △1,030 △2,440

貸付金の回収による収入 1,732 2,047

投資活動によるキャッシュ・フロー △572,086 △35,492

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 － △61

配当金の支払額 △68,573 △41,144

財務活動によるキャッシュ・フロー △68,573 △41,206

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,641 530,821

現金及び現金同等物の期首残高 3,094,565 3,034,705

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,107,207 3,565,526
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該当事項はありません。   

  

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、本社に営業本部と管理本部を置き、製品・サービスを扱う各事業部門を統括管理し、新規事業の開発

等、包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがいまして、当社は、営業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「貨物自

動車運送事業」、「商品販売事業」、「不動産賃貸事業」、「その他事業」の４つを報告セグメントとしておりま

す。 

「貨物自動車運送事業」は、当社の主たる事業として、関東圏を中心に東北圏から近畿圏に輸送ネットワークを

持ち、各種製品の輸送サービスを提供しております。「商品販売事業」は、主に石油製品、セメント及び車両等の

販売をしております。「不動産賃貸事業」は、賃貸オフィスビルや物流センター等の各種賃貸商業施設を提供して

おります。「その他事業」は、自動車整備業及び損害・生保代理業であります。自動車整備業は、自社整備工場を

保有し、民間車検、車両修理・整備等のサービスを提供しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

（注）１．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費であります。  

２．報告セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書計上額（営業利益）と一致しております。 

  

（追加情報）  

第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しております。 

  

該当事項はありません。  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  （単位：千円）

  

報告セグメント
調整額 
（注）１ 

四半期損益
計算書計上
額（注）２

貨物自動車
運送事業 

商品販売事
業 

不動産賃貸
事業 

その他事業 計 

売上高               

外部顧客への売上高  3,521,327  1,277,334  525,367  41,074  5,365,103  －  5,365,103

計  3,521,327  1,277,334  525,367  41,074  5,365,103  －  5,365,103

セグメント利益  338,281  3,165  241,089  14,207  596,744  △133,214  463,529

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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